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共有不動産の内部関係 

 １ 令和５年４月１日から施行されている改正民法

では、共有物の内部関係について整理がされてい

ます。以下では、Ａ、Ｂ、Ｃの３人が土地と建物

を共有しており、その持分割合が各３分の１であ

る場合について考えます。 

２ 建物の雨漏りを修繕する等、不動産の現状を維

持する保存行為は、Ａ、Ｂ、Ｃがそれぞれ単独で

行うことができます（民法 252 条 5 項）。 

３ 第三者との間で契約の更新がないことを定めた

３年以内の期間の定期建物賃貸借契約（借地借家

法 38 条 1 項）を締結する等、３年以内の建物の賃

借権を設定する管理行為は、持分の過半数（例え

ばＡとＢのみ）の決定で行うことができます（民

法 252 条 4 項 3 号）。全員での協議は不要です。 

４ 第三者に対し駐車場として土地を５年以内の期

間賃貸する等、５年以内の土地の賃借権を設定す

る管理行為は、持分の過半数の決定で行うことが

できます（民法 252 条 4 項 2 号）。 

５ 樹木の栽植・伐採を目的として山林を 10 年以内

の期間賃貸する管理行為は、持分の過半数の決定

で行うことができます（民法 252 条 4 項 1 号）。 

6  砂利道をアスファルトに舗装する等、土地の形

状（外観・構造等）や効用（機能・用途等）の著し

い変更を伴わない軽微な変更行為は、持分の過半

数の決定で行うことができます（民法 251 条 1 項

括弧書き、252 条 1 項）。 

７ 第三者との間で通常の建物賃貸借契約を締結す

る場合、３年以内の契約の終了が確保できないた

め（借地借家法 28 条）、このような建物の賃借権

を設定する変更行為は、共有者全員（ＡＢＣ）の

同意が必要になります（民法 251 条 1 項）。 

 

８ 第三者による建物の所有を目的として第三者に対

し土地を賃貸する場合、５年以内の契約の終了が確

保できないため（借地借家法３条、６条）、一時使用

目的（同法 25 条）でない限り、このような建物所有

目的での土地の賃借権を設定する変更行為は、共有

者全員の同意が必要になります（民法 251 条 1 項）。 

９ 建物にサンルームを増設する等、その形状や効用

の著しい変更を伴う軽微でない変更行為は、共有者

全員の同意が必要になります（民法 251 条 1 項）。 

10 ABC のうち誰が不動産を使用するかを決めるこ

とは管理行為に当たり、持分の過半数の決定で行う

ことができます（民法 252 条 1 項）。 

11 A が不動産を使用する場合、別段の合意がない限

り、A は、B と C に対し、A の持分を超える使用の

対価を支払う必要があります（民法 249 条 1 項）。 

12  持分の過半数の決定に基づき A が不動産を使用

している場合に、B に不動産を使用させることを決

めることも管理行為に当たり、持分の過半数（B と

C）の決定で行うことができます（民法 252 条 1 項

後段）。もっとも、A に「特別の影響」を及ぼす場合

（例えば、土地上に A 所有の建物が存在する場合

等）、A の承諾を得る必要があります（同条 3 項）。 

13  持分の過半数の決定に基づかずに A が不動産を

使用している場合には、持分の過半数（B と C）の

決定で B に不動産を使用させることができ、この場

合、A の承諾を得る必要はありません。 

14 共有の規定は、遺産分割未了の間の遺産共有（民

法 898 条 1 項）にも、法定相続分（民法 900 条、901

条）又は指定相続分（民法 902 条）をもって適用さ

れます（民法 898 条 2 項）。但し、被相続人と同居

相続人との間の使用貸借関係が相続開始後も存続す

る場合（最判平 8.12.17）は、これによります。 
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